
 
 平成 20 年 10 月 29 日  
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長野市特別職報酬等審議会  
会 長 上 條 宏 之 

 
 

特別職の報酬等の額について（答申）  
 
 
 平成 20 年７月８日付け 20 職第 22 号で諮問のありましたこのことに

ついては、慎重に審議した結果、当審議会の意見は、別紙のとおりです。  



 
 

答    申  
 
 
１ 本 文 
 
  市議会議員の議員報酬及び政務調査費の額並びに市長及び副市長の

給料及び退職手当の額等を平成 21 年４月１日から次のとおりとする

ことが適当である。  
 
 
（１）議員報酬  
     議 長    月 額   ７２４，０００円（据置）  
 
     副議長    月 額   ６４７，０００円（据置）  
 
          議 員    月 額   ６００，０００円（据置）  
 

 
（２）政務調査費     月 額       ９０，０００円（減額）  

※減額幅      ７，０００円  
      ただし、９０，０００円は使用できる上限額  

 
 
（３）給  料  

市 長    月 額 １，０８５，０００円（据置）  
副市長    月 額   ８８９，０００円（据置）    

 
 
（４）退職手当  

市 長   支給割合     １００分の５０（据置）  
副市長   支給割合  １００分の３５（据置）  

 



２ 答申理由  
 

我が国の社会経済情勢は、10 月の月例経済報告で、景気の基調判断

を前月までの「このところ弱含んでいる」から「弱まっている」に下

方修正するなど、厳しい局面に入っている。また、世界経済の減速や

欧米における金融危機の深刻化などの影響を受け、実体経済の先行き

に対する警戒感を一層強めている状況にある。  
  このような状況の下、長野市は、ごみ焼却施設の建設、小・中学校

や市庁舎の耐震対策、斎場整備などの大型事業を行う必要に迫られて

おり、今後の大規模な財政需要に耐え得るための体力固めとして、人

件費をはじめとする経常経費の抑制に努めなければならない時にある。 
しかしながら、地方分権への取組と市町村合併が進められる中、中

核市であり、県都である長野市の市長をはじめとする特別職は、地方

自治を推進し、市政を発展させるべく、その職責はますます重くなっ

ており、特別職の職責に見合う報酬等が必要であると考えられる。  
 以上の状況を踏まえ、当審議会は、市議会議員の議員報酬並びに市

長及び副市長の給料及び退職手当の額等について、次の点を総合的に

勘案し、現行のまま据え置くことが適当であるとの結論に達した。  
（１）他の中核市及び県内市と比較して、人口規模を考慮した上で、

特別職の報酬等の額について、おおむね均衡が保たれていること。 
（２）財政健全化の観点から、本市の財政指標（経常収支比率等）の

数値を良好な状態に保つことが望まれること。  
（３）本市を取り巻く社会経済情勢は、今なお厳しい状況にあり、本

市一般職の給料についても、最近５年間の改定率がゼロに近いこ

と。  
また、市議会議員の政務調査費については、議員が市政の発展のた

めに広い視野を持ち、活発な調査研究活動を続けるために十分な額と

すべきとの意見もあるが、毎年度返還が行われている現状と社会経済

情勢、本市の財政状況を勘案し、一定の減額を行うことで一致した。

答申の額については、近年の政務調査費の使用状況を考慮するととも

に、他の中核市等との均衡を考慮した上で、市議会が、都市内分権の

推進など新たな市政展開の中で果たすべき役割を一層吟味し、市民に

見える活動、市民と共にまちづくりを進める活動をより活発にするこ

とを期待し決定した。  
 

３ 附帯意見   
市議会議員の政務調査費について、会派に対する交付月額は、飽く

までも使途基準に従って使用できる上限額であり、残余額を市に返還

する仕組みとなっていることを、市民に分かりやすく周知すべきであ

る。また、議会広報や会議の場などを通じて、政務調査費の使途内容

を積極的に市民に情報提供することにより、より高い透明性を確保し

た上で、交付される政務調査費を有効に使用し、市政発展のために調

査研究活動を更に充実させることを強く要望する。  


